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2022年
1月1日

2023年
1月1日

2024年
1月1日

2025年
1月1日

2026年
1月1日

2024年4月1日～ P.6
1．不動産登記法の見直し（相続登記申請の義務化等）

2023年4月27日～ P.7
2．相続土地国庫帰属制度の創設

2018年4月1日～ P.9
1．小規模宅地等の特例の見直し（貸付事業宅地等関係）

2019年4月1日～ P.9
2．小規模宅地等の特例の見直し(特定事業用宅地等関係）

2024年1月1日～ P.11
3．相続開始前贈与の加算期間の延長（暦年課税）

2024年1月1日～ P.12
4．相続時精算課税制度の見直し

P.132024年1月1日～2027年12月31日
1．空き家に係る譲渡所得の特別控除の特例の拡充・延長

P.142024年1月1日～
2．NISA制度の抜本的拡充・恒久化

P.152025年1月1日～
3．極めて高い水準の所得に対する負担の適正化

P.162023年10月1日～
4．上場株式等に係る配当所得等の課税の特例（大口株主等）の見直し
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P.182023年10月1日～
1．適格請求書等保存方式（インボイス制度）の導入

P.182023年10月1日～2026年9月30日までの日の属する課税期間
2．小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置

P.182023年10月1日～2029年9月30日までの間の課税仕入れ
3．中小事業者等に対する事務負担の軽減措置

P.19適用時期未定
4．適格請求書発行事業者（インボイス発行事業者）登録制度の見直し

P.212023年10月1日～
2．株式交付制度に係る譲渡所得の計算の特例措置の見直し

P.202023年10月1日～
1．完全子法人株式等の配当等に係る源泉徴収の見直し

P.222023年4月1日～2026年3月31日
3．長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置の見直し・延長（下記、4を除く）

P.222024年4月1日～2026年3月31日
4．長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置の見直し（届出書）

2022年
1月1日

2023年
1月1日

2024年
1月1日

2025年
1月1日

2026年
1月1日
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